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1

子どもたちが生きる未来は？

現代の日本
PTAとしてやるべきこと
親としてやるべきこと

2

●株式会社安藤塾 代表取締役
●社会福祉法人むげんのかのうせい 理事長
●(公社)全国学習塾協会 会長
●日本民間教育協議会 会長
●(公財)日本数学検定協会 評議員
●情報経営イノベーション専門職大学 客員教授
●(公社)日本PTA全国協議会 元副会長
●経済産業省 未来の教室とEdTech研究会 元委員
●文部科学省 不登校に関する調査協力者委員会 元委員
●教育立国推進協議会 幹事役員
●総務省 「学外教育データ連携に係る実証事業」有識者
●総務省 教育分野情報信託機能の活用調査事業 有識者

安藤大作
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第1章

時代の変化

経済産業省 教育産業室
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もし子どもの通知表が

だったら？

国 語理 科社 会数 学英 語

３２５４４

5

振り返ってみると…、３０年前

6
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３０年前の幸せ

1980年代、1990年代は人口が増え、

日本は物質的に豊かになった。

7

３０年前の幸せ
「幸せになりたかったら苦手をなくせ！」
「聞き分けよくしろ！」
「上司に好かれろ！」
「まわれー右 体操の隊形に開け」

8
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金太郎あめ製造教育

ものづくり日本

工業化社会の人材コード

10
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あれから30年……

11

2010年頃

大きな転換点

12
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人口推移

出典：総務省統計局

⇑
2010年から減少に転じる

13

もし子どもの通知表が

だったら？

国 語理 科社 会数 学英 語

３２５４４

14
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インターネット普及率80％超え
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出生数の低下（2001年～）
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2017年では、2015年と比べ62,000人の減少
これは、東北6県の出生数を上回る（2017年、58,730人）

1,008,000人

946,000人

16
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これまでの私たちが学校から社会に出て
家庭を持つに至った30年の道

17

そしてこれからの30年を生きる
子どもたちが歩く道

18
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人口増加⇒人口減少

工業化社会⇒情報化社会⇒ＡＩ化社会

没個性⇒処理力⇒クリエイティブ

ＡＩでなくなる仕事⇒新たに生まれる仕事

少子高齢化・人生100年時代⇒65歳以降も生き抜く力

19

より早く正確に⇒どうすれば？？

工夫力 想像力

パズル⇒レゴ

20
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問題が変わった！！

応仁の乱についての問題が？？

21

早稲田のじゃんけんの問題

【問題】
じゃんけんの選択肢「グー」「チョキ」「パー」
に、「キュー」という選択肢も加えた新しい
ゲームを考案しなさい。
解答は新ゲームの目的およびルールを説明するとともに、その新ゲーム
の魅力あるいは難点も含めて、601字以上1000字以内で論じなさい。

22
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入試にスマホ持ち込みＯＫになれば？

23

不登校

年間1万人増加し続ける

Ｎ高校

教育機会確保法

24
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発達障害 ギフテッド

アメリカの公立学校のGATE

Gifted And Talented Educationと
呼ばれる、特別プログラム

25

国を挙げての

「個性の最大化」の時代

26
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「未来の教室」とEdTech研究会

1人1台のパソコン

個別学習計画

スタディログ

標準時数や時間割への言及
27

通信制高校の実態（2018年度）

高校生全体 345万人

全日制 315万人（92.1％）

定時制 85,400人（2.5％）

通信制 186,500人（5.4％）
28
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不登校児童・生徒の現状

小・中学校における不登校児童生徒数

244,940人
・前年度196,127 人

・前年度比 4万8,813人増

小学校81,498 人（前年度53,350 人）
中学校163,422 人（前年度127,922 人）

9年間連続で増加

【出典】 令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果
令和４年１０月２７日（木） 文部科学省初等中等教育局児童生徒課
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不登校の要因

「令和元年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」
＊令和２年 10 月 22 日（木） 文部科学省初等中等教育局児童生徒課

32

個別最適化教育に向けて
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約1億2,650万人
約8,808万人

45年で3,842万人減少の見込み
毎年85万人ずつ減少

日本の総人口

出典：内閣府「令和2年版高齢社会白書」

2020年

2065年

33

1989年
日本企業

32社

34
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1989年
日本企業

32社

2022年
日本企業

１社

35

主要国の平均年収の推移

30年間
給与の

上がらない
日本

出典：OECD Report
36
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出典：国税庁「民間給与実施統計調査」より

433.1
万円

405.9
万円

467万円

日本人 平均給与
の推移

日本の賃金は

過去30年間

低迷

39

先進7カ国 15～34歳の死因上位3位  自殺の欄の（）は自殺率

出典 : 厚生労働省「自殺対策白書」/フランス2014年、カナダ2013年、それ以
外は2015年のデータ

3位2位1位

がん事故自殺（16.3）日本

その他自殺（7.9）事故フランス

がん自殺（7.5）事故ドイツ

がん自殺（10.6）事故カナダ

殺人自殺（14.1）事故米国

がん自殺（7.4）事故英国

自殺（4.1）がん事故イタリア

40
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端末の使用状況のバラつき
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自治体間格差

学校間格差

保護者の意識格差

46

第2章

不登校
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不登校児童・生徒の現状

小・中学校における不登校児童生徒数

244,940人
・前年度196,127 人

・前年度比 4万8,813人増

小学校81,498 人（前年度53,350 人）
中学校163,422 人（前年度127,922 人）

9年間連続で増加

【出典】 令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果
令和４年１０月２７日（木） 文部科学省初等中等教育局児童生徒課

48

教育機会確保法

文部科学省の方針である「不登校生の進路不利益の解消」のための施策
として、「不登校児童生徒が自宅においてIT等を活用した学習活動を行っ
た場合の指導要録上の出欠の取扱い」という通知書が、H17年・H28年・
H30年に通知された。

また、H28年には、「教育機会確保法」が成立し、学校以外の教育機会
を確保する施策を国と自治体の責務とし、必要な財政支援に努めるよう求
めた。

R1年10月25日に改めて、「不登校児童生徒が自宅においてIT等を活用し
た学習活動を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い」の新通知書が全国
の教育委員会に通知された。

★生徒のご家庭と学校が連携した学習活動を実施することで授業への出
席の取り扱いが可能になり、成績に反映させることが可能になった。

★自宅に居る不登校の生徒は、卒業後の進路の選択を持つことができる
ようになった。

★不登校期間、自宅での学校教育の学習権を保証されるようになった。
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教育機会確保法の不履行
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学校外の機関等で相談・指導を受け、指導要録上出席扱いとした児童生徒数
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自宅におけるICT等を活用した学習活動を指導要録上出席扱いとした児童生徒数

「指導要録上出席扱い」とした実施件数は増えたものの、
不登校児童生徒数と比較すると、その実施割合は極めて低いものと考えら
れる。

人 人

【出典】 文部科学省「令和2年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」2021年11月

50

「小中高生の自殺について

【出典】 警視庁が公開する自殺統計から、一般社団法人いのちを支える自殺対策推進センターの加工グラフ
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自治体間格差

学校間格差

保護者の意識格差

52

第3章

精神的豊かさの欠如
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自己肯定感について

内閣府ホームページ 令和元年版子供・若者白書
特集1 日本の若者意識の現状～国際比較からみえてくるもの～

日本の若年層は自分自身の満足度で
「最下位」となっている。

54

自己肯定感について

内閣府ホームページ 令和元年版子供・若者白書
特集1 日本の若者意識の現状～国際比較からみえてくるもの～

自分の長所に関する項目でも
「最下位」となっている。
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自分の国の将来に希望を持てない日本人

〈出典〉
18歳意識調査
「第46回 –国や社会に対する意識
（6カ国調査）–」報告書
日本財団 2022年3月24日
https://www.nippon-
foundation.or.jp/app/uploads/2022
/03/new_pr_2

56

「小中高生の自殺について

【出典】 警視庁が公開する自殺統計から、一般社団法人いのちを支える自殺対策推進センターの加工グラフ
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生きる意味・国際比較

⇦日本
58
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Ｑ.自分はダメな人間だと思いますか？

39.0％

21.6%

12.7
%

出典：2009年(財)日本青少年研究所「中学生・高校生の
生活と意識報告書」

日本

中国

アメリカ

韓日

65.8%
39.0％

21.6％

12.7％

60
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Ｑ.親や先生を尊敬している？

出典：2009年(財)日本青少年研究所「中学生・高校生の
生活と意識報告書」

64.1
%
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97.0
%

89.8
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84.2
% 97.0％

15.8
10.
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日本

韓国

アメリカ
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64.1%

89.8％
84.2％

61

出典：ギャラップ社「エンゲージメント・サーベイ」調査結果より（2017年）

日本

６％
132位／139ヵ国
世界最低クラス

アメリカ

ラテン
アメリカ

世界
平均

日本

「熱意ある社員」の割合

6%

32％

27％

15％

62
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いじめ認知件数

出典：文部科学省「令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」

●
615,351件

●
185,803件

8年で約43万件以上増!!
平成25年（2013）

令和3年
（2021）

63

不登校児童生徒数(小・中)

出典：文部科学省「令和3年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」

●
244,940件

●
119,617件

8年で12万5千人増!!

平成25年（2013）

令和3年（2021）

64



2023/9/6

33

児童虐待相談対応件数

出典：厚生労働省「平成30年度児童相談所での児童虐待相談対応件数」

●

159,850件

●
6,932件

20年で23倍に!!
1998年

2018年

65

引きこもり人数

15～39歳 54万人

40～64歳 61万人
※2019年3月内閣府発表

※2016年9月内閣府発表

計115万人
66
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都市人口との比較

さいたま市
広島市

引きこもり総数
仙台市
千葉市

4.8兆円損失の計算 115万人×420万円
(1人当たりのGDP)

126万人
119万人
115万人
108万人
97万人

67

小中高校生の自殺の推移

315人 333人
289人

499人

339人

出典：厚生労働省「自殺の統計」
「」 68
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先進7カ国 15～34歳の死因上位3位  自殺の欄の（）は自殺率

出典 : 厚生労働省「自殺対策白書」/フランス2014年、カナダ2013年、それ以
外は2015年のデータ

3位2位1位

がん事故自殺（16.3）日本

その他自殺（7.9）事故フランス

がん自殺（7.5）事故ドイツ

がん自殺（10.6）事故カナダ

殺人自殺（14.1）事故米国

がん自殺（7.4）事故英国

自殺（4.1）がん事故イタリア

69

70
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JU調査
2023

71

JU調査
2023

72
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JU調査
2023

73

74

公教育現場の実情

令和３年度 公立学校教職員の人事行政状況調査(文部科学省)から引用
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75

公教育現場の実情

現場が切迫している

プログラ
ミング

英語の
教科化

道徳の教
科化

採用倍率
低下

働き方
改革

76

公教育現場の実情

2023年2022年

1.52.1青森県

1.92.4埼玉県

2.53.1東京都

1.01.4大分県

1.51.8鹿児島県

2022年・2023年
公立小学校教員採用 選考倍率
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学校での連携事例➀

これらいじめを含む様々な子どもの心の問題を解決するためには、問

題が起きる前の予防教育として自己肯定感を高めるプログラムが必要。

そのプログラムが、『宝物ファイルプログラム』

宝物ファイルプログラムの特徴

・アメリカの心理学者スーザン・ハーター氏が提唱する「Self-esteem

Enhancement Theory(自己肯定感強化理論)」を取り入れている。
・子どもたちの内発的動機を大切にしている。
・クリアファイル、付箋、便箋があればいつでも始められる
・教員であれば誰でも実践できるシンプルな内容である。

78

学校での連携事例➀

宝物ファイルブログラムを始めたきっかけ

小学校勤務での体験から

「どの子にもかならず良いところがある！」ことを学ぶ・・・しかし・・・

家庭環境
発達障害

上記のような子供たちに対して、『テストの点数だけが全てじゃない。自分の良いところに気づ

いて、自分に自信をもち、ずっと自分のことを大好きでいてほしい！』と願ってきた。

その願いを叶えるために2000年11月に自己肯定感を育てる「宝物ファイルプログラム」を開発。福井県

越前市岡本小学校五年西組の教室からスタート。

どうせぼくなんて・・
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学校での連携事例➀

事例１ とても引っ込み思案だった子が積極的になった

大変引っ込み思案だったAは、自分のいいところも4月は1個だったが、8か月後には24個増

えた。6年生になると自ら体育大会の応援団長に立候補して、りっぱにやり遂げた

宝物ファイルプログラムを始めてからの効果

80

学校での連携事例➀

事例 強くこだわることや些細なことでキレることが減った

小学3年生男児Ｄ （ＡＤＨＤと診断され薬を服用 ４人兄弟の次男） ４月
当初こだわりが強くて、毎日友だちとけんかばかりしていた。友達が謝って
も「絶対許さん！絶対許さん！」と言い続けていた。ある日のこと、「あな
たの怒る気持ちも分かる。友達は謝りたいと言っているから謝るけど、許さ
なくてもいいから。」と教師が伝えた。すると、Dは憮然としながらではあっ
たが謝った子に対して「いいよ。」と言った。そのことを帰りの会でで教師
が褒めると、「あーーーっ。」と叫んで頭を抱えていた。その様子から、そ
れまであまり褒められたことがないことが伺えた。

プログラム実施後の３月までには、こだわりが減り、けんかの回数も減った。
担任が褒めるとにこっと笑顔になるようになった。苦手だった作文にも挑戦
するようになった。
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学校での連携事例➁

82

学校での連携事例➁
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83

自治体間格差

学校間格差

保護者の意識格差

84

第4章

貧困家庭
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■小・中学校における不登校児童生徒数

244,940人

・前年度196,127 人

・前年度比 4万8,813人増

小学校81,498 人（前年度53,350 人）
中学校163,422 人（前年度127,922 人）

9年間連続で増加

「令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」
＊令和４年１０月２７日（木） 文部科学省初等中等教育局児童生徒課

教員採用試験倍率の低下教員を取り巻く環境不登校の現状

90
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警視庁が公開する自殺統計から、
一般社団法人いのちを支える自殺対策推進センターの加工グラフより引用

下教員を取り巻く環境小中高生の自殺について

91

採用倍率
低下 働き方

改革

教員を取り巻く環境

現場が切迫している

プログラ
ミング

英語の
教科化

道徳の教
科化

公教育現場の実情

7
2

92



2023/9/6

47

教員を取り巻く環境公教育現場の実情
令和３年度 公立学校教職員の人事行政状況調査(文部科学省)

から引用

73
93

教員採用試験倍率の低下教員を取り巻く環境公教育現場の実情

2023年2022年

1.52.1青森県

1.92.4埼玉県

2.53.1東京都

1.01.4大分県

1.51.8鹿児島県

2022年・2023年
公立小学校教員採用 選考倍率

各都道府県公開情報より作成
7494
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■小・中学校における不登校児童生徒数

244,940人

・前年度196,127 人

・前年度比 4万8,813人増

小学校81,498 人（前年度53,350 人）
中学校163,422 人（前年度127,922 人）

9年間連続で増加

「令和３年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」
＊令和４年１０月２７日（木） 文部科学省初等中等教育局児童生徒課

教員採用試験倍率の低下教員を取り巻く環境不登校の現状

75
95

学習
塾

外国語会話教室 スポーツ教室

プログラミング教室 音楽教室 検定事業

民間教育は多種多様

96
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公教育

不登校児童生徒の対応

部活動の委託

心のケア等

学力上位・下位層への対応

運動教室

音楽教室

英会話教室

プログラミング教室

■公教育には決められた制約があ
り、

一定の限界がある。

■子供たちは未来の宝。
だからこそ多様な教育が必要！

公教育をカバーできるのが民間教育

カバーできるのが
民間教育である

97

公教育（学校） 民間教育

公教育はその原則である公平性や
平等を放棄することはできない。全
国すべての学校で公平に、そしてす
べての子どもたちに平等に教育サー
ビスを提供するためには、指導要領
という制約やルールが存在する。

民間教育は、フレーム(枠)からこ
ぼれる子どもたちの学習理解や習熟、
関心や意欲について、積極的に応え
てきた。上下左右に存在する子供た
ちへも積極的に応えてきており、民
間教育は個人の学習欲求を満たすこ
とに機能してきた。

・学習塾 ：学年の教科内容に縛られずもっと先も後も、その学習に取り組みたい子ど
もたちのために。
・外国語会話教室 ：より本格的に英語等の外国語の習得を目指す子どもたちのために。
・サイエンススクール ：教科書の枠をはみ出してより専門的にサイエンスを学びたい子どもたちのために。
・プログラミング教室 ：ICTやプログラミングなどの新しい学び領域に高い関心を持つ子どもたちのために。
・スポーツ教室 ：スポーツを通じて健全な心身の発達を目指す子どもたちのために。
・音楽教室 ：多くの曲や楽器に触れ、音楽を通じて感性をも伸ばしていく子どもたちの
ために。
・検定事業 ：その分野で体系化された知識を勉強し、その知識を試す子どもたちのため
に。

公教育現場の現状

公教育と民間教育サービスの両輪で、日本の教育は新しい時代に
求められる「多彩で多様な人材」の育成を可能にするはずである。

98
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学校外教育機会の減少

【出典】 2022年12月15日 子どもの「体験格差」実態調査中間報告書(公益社団法人チャンス・フォー・チ
ルドレン)

99

学校外教育機会の減少

【出典】 2022年12月15日 子どもの「体験格差」実態調査中間報告書(公益社団法人チャンス・フォー・チ
ルドレン)

100
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教育バウチャー制度の実例

○助成額
子ども一人あたり月額1万円分
（毎月初日に交付、有効期間１か月）

○交付（助成）対象者
福岡市在住で生活保護世帯または
児童扶養手当受給世帯のうち、
小学5年生から中学3年生までの子どもの保護
者

福岡県福岡市 こども習い事応援事業(令和4年度から開始)

【出典】 福岡市HP

子どもの将来がその生まれ育った環境に左右されずに、個性や能力を伸ばし、自己肯定感を育める

よう、

電子クーポンを交付し、文化・スポーツ教室、学習塾等の習い事にかかる費用を助成する。

参画事業所は約1000までのぼっており、日々増加している。

○対象となる経費
・初期費用（入会金、入学金、入塾テスト代等）
・月謝、受講料
・試験料、学力テスト料等
・通信費用
・道具、教材、教具代
・ユニフォーム、制服代
・その他、福岡市が必要と認めるもの
※上記すべてについては、レッスンや授業を受けるために登録教室等に支払うものに限り対象と

する。

101

教育バウチャー制度の実例

○助成対象
市内の中学生を養育する方で、養育者とその配偶者の令和3
年中の所得金額の合計が、次の表に記載の所得制限限度額
未満の方。ただし、所得制限限度額以上の場合でも、申請
日時点で生活保護を受給されている方は対象となる。

扶養親族等の数 所得制限限度額
0人 3,220,000円
1人 3,600,000円
2人 3,980,000円
3人 4,360,000円
4人 4,740,000円
5人 5,120,000円
6人以上 1人増やすごとに38万円加算

所得制限限度額表
○助成額

月額1万円を上限として、
1円単位で利用することができ
る。

○利用先
大阪市塾代助成事業参画事業
者して登録されている学習塾
や家庭教師、文化・スポーツ
教室など（オンライン学習塾
などを含む）

利用イメージ

大阪市 習い事・塾代助成事業

【出典】 大阪市HP

102
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【生徒】

塾代助成カードを利用してからの成績の変化について、
生徒に質問したところ
72.7%(1,107人)が「良くなった」と回答した。

大阪市のアンケート結果

【出典】 大阪市塾代助成事業の実施状況

103

【経済的な負担の軽減】

保護者に対し、塾代助成事業による経済的な影響を尋ねた質問では、
63.0％(994人)が「こどもの教育に役立つものへの支出を増やすことができた」、
18.4％(294人）が「生活費への支出を増やすことができた」、
8.7％(137人)が「他のものへの支出を増やすことができた」と回答している 。

大阪市のアンケート結果

【出典】 大阪市塾代助成事業の実施状況

104
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自治体間格差

学校間格差

保護者の意識格差
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日本PTA

世論形成

110

第5章

教育費財源

現状
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111

日本の現状 加速する日本経済の衰退

112

OECD諸国中 総教育支出GDP比下位8番目
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113

教育費対比：107位

教育立国推進協議会 設立

最高顧問 安倍晋三(自) 野田佳彦(立) 山口那津男(公)

顧 問 衛藤征十郎(自) 中曽根弘文(自)
渡海紀三朗(自) 塩谷達立(自)

会 長 下村博文(自)

会長代行 中川正春(立) 浮島智子(公)
馬場信幸(維) 玉木雄一郎(国)

国会議員約200名、民間識者約100 からな
る議員連盟

教育立国推進協議会

114
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教育立国推進協議会 民間有識者役員リスト
役職氏名

アチーブメント株式会社 代表取締役会長兼社長会長代行青木仁志

株式会社フォーバル 代表取締役会長会長代行大久保秀夫

株式会社井上ビジネスコンサルタンツ 代表取締役
幹事長井上智治

日本スポーツ産業学会 理事長

ハリウッド大学院大学 学長幹事山中祥弘

KEN OKUTAMA DESIGN 代表取締役幹事奥山清行

成基コミュ二ティグループ 代表兼最高経営責任者幹事佐々木喜一

株式会社双葉不動産 代表取締役
幹事石田全史

公益社団法人日本青年会議所第69代会頭

株式会社NSGホールディングス 代表取締役幹事池田祥護

一般社団法人志教育プロジェクト 理事長
幹事出口光

一般社団法人メキキの会 会長

公益社団法人全国学習塾協会 会長

幹事安藤大作 日本民間教育協議会 会長

全国塾コンソーシアム協議会 幹事

株式会社銀座テーラーグループ 代表取締役会長
幹事鰐淵美恵子

株式会社ニチレイ 社外取締役

元Google米国本社副社長兼Google日本法人代表取締役幹事村上憲郎

115

1. 1人あたりGDP・GDW 世界一へ
人口増と貧困解消のためには、無償化を「義務教育」から「大
学までの教育」へと拡大させることが必須であると考えている。

2. 教育国債の発行
教育を将来への投資と捉え、「教育無償化」の財源として教育
国債の発行を提言している。
新たな時代を創造する知識活用・能動型教育などの多様化する
教育ニーズに対応するため 、教育バウチャーによる、民間を活
用した教育環境の創出を目指している。

教育の無償化要望

116
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公教育と民間教育は両輪

公教育（学校） 民間教育

公教育はその原則である公平性や
平等を放棄することはできない。全
国すべての学校で公平に、そしてす
べての子どもたちに平等に教育サー
ビスを提供するためには、指導要領
という制約やルールが存在する。

民間教育は、フレーム(枠)からこ
ぼれる子どもたちの学習理解や習熟、
関心や意欲について、積極的に応え
てきた。上下左右に存在する子供た
ちへも積極的に応えてきており、民
間教育は個人の学習欲求を満たすこ
とに機能してきた。

・学習塾 ：学年の教科内容に縛られずもっと先も後も、その学習に取り組みたい子どもたちのために。
・外国語会話教室 ：より本格的に英語等の外国語の習得を目指す子どもたちのために。
・サイエンススクール ：教科書の枠をはみ出してより専門的にサイエンスを学びたい子どもたちのために。
・プログラミング教室 ：ICTやプログラミングなどの新しい学び領域に高い関心を持つ子どもたちのために。
・スポーツ教室 ：スポーツを通じて健全な心身の発達を目指す子どもたちのために。
・音楽教室 ：多くの曲や楽器に触れ、音楽を通じて感性をも伸ばしていく子どもたちのために。
・検定事業 ：その分野で体系化された知識を勉強し、その知識を試す子どもたちのために。

公教育と民間教育サービスの両輪で、日本の教育は新しい時代に
求められる「多彩で多様な人材」の育成を可能にするはずである。

学習
塾

外国語会話教室 スポーツ教室

プログラミング教室 音楽教室 検定事業

民間教育は多種多様

118



2023/9/6

60

119

第6章

地方から民間教育がなくなるかも

120

地域間の格差

出身地域別の最終学歴（4大卒以上の割合）

0
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40

60

80

70代 60代 50代 40代 30代 20代

大都市 市郡 郡部

0

20

40

60

70代 60代 50代 40代 30代 20代

大都市 市郡 郡部

％ ％

大都
市

市郡

郡部

大都
市

市郡

郡部

男性 女性

出典：松岡 亮二（早稲田大学 准教授）「教育格差ー階層・地域・学歴（ちくま新書）」2019年7月
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少子化の動向

小学生 2021年 626万人(100％) ➡ 2030年 497万人(79％)

中学生 2021年 327万人(100％) ➡ 2030年 293万人(80％)

高校生 2021年 330万人(100％) ➡ 2033年 293万人(80％)

2040年には、小学生は2021年の6割を切る数字へ

少子化と民間教育サービスの衰退は、
地域格差の拡大（国力の低下）につながる。

学習
塾

外国語会話教室 スポーツ教室

プログラミング教室 音楽教室 検定事業

民間教育は多種多様
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なぜ学校ICTが進まないのか？

123

4重行政だからこそ

地域の声の責任は重い！！

124
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部活動問題

・学期中は、週当たり２日以上の休養日を設ける。（平日は少なくと
も１日、土曜日及び日曜日（以下「週末」という。）は少なくとも１日
以上を休養日とする。週末に大会参加等で活動した場合は、休養日
を他の日に振り替える。）

・１日の活動時間は、長くとも平日では２時間程度、学校の休業日
（学期中の週末を含む）は３時間程度とし、できるだけ短時間に、合
理的でかつ効率的・効果的な活動を行う。

運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン

125
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部活動ガイドラインの実例

～学校における部活動の状況～

・コロナ禍によって部活動が中止もしくは軽減されていた時は問題なかったが、秋になってからは従来の状態に戻るど
ころか、部活動ガイドライン以前の状態に戻りつつある。

・中学3年生は、夏から受験勉強を優先すべきところだが、9月に入ってからも練習を続けている部活がある。

・中学3年生が参加する大会が中止となったのを受けて、10月や11月に近隣の学校が協力して自主的非公式な大会を
開くところもある。そのために中学3年生もまだ練習を続けている。それどころか、定期テスト前でも一日練習を行い、
全く勉強ができない状態である。

・保護者にはこの状態を批判する者もいるが、逆に土日に仕事があるサービス産業関係の保護者達は、土日も家にいら
れないために、部活を一日中、なるべく朝早くから夜遅くまでやることを望んでいる者もいる。

・中学生は部活の練習等で疲れ切っており、学習に励めない生徒もいる。

総じて部活動ガイドラインが遵守されておらず、今後の学力格差の拡大が懸念されてい
る。その後の改善状況はいかがか？

【現状の課題】

民間の活用（株式会社リーフラス）

株式会社リーフラスホームページより
128
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学級崩壊の懸念

129

学校プールの民間活用(千葉県佐倉市）

市内の小中学校34校にある
プールを撤廃すると、従来通り
にプールを維持管理し、老朽化
すれば造り替える場合に比べて、
試算によれば、30年間のライフ
サイクルコストは現状維持の場
合の31億1000万円に対し、
17億5000万円となり、13億
6000万円（約44％）削減で
きる
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公立高校の倍率低下

高等学校の生徒数の推移について、近年、全日制・定時性課程の生徒数は全体として
減少傾向にあり、通信制課程の生徒数は全体として増加傾向にある。

132

最終章

PTAの本質は？
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世論形成を考える

児童のいる世帯の割合(％)

【出典】 厚生労働省「2021（令和3）年 国民生活基礎調査の概況」

世論形成が重要になってくるが、国民主権の考えのも
と、声をあげていくのは普通のことである。

134

■経済産業省 → 民間教育

■文部科学省 → 学校教育

■こども家庭庁 → 家庭内教育
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■経済産業省 → 民間教育
■文部科学省 → 学校教育
■こども家庭庁 → 家庭内教育

バラバラでなく、
全体意識で臨まなければ
子どもの現実は救えない

子育て世代有識者の

教育は政治マターでもある

17％
しかし
教育は世論を形成しやすい

136
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PTAの役割のひとつ

世論づくり

予算への声

138

単P

郡市P

学校活動をサポート
在校生の安全や多様な学び

公立小中学校の設置主体
予算要望
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139

都道府県P
政令指定都市P

日P

)

)

他の自治体との比較
要望改善の事例共有
日Pからの情報の受け皿

文科省はじめ、諮問組織での意見具申
協議会への情報提供
国に影響を及ぼす大きな世論形成

※その他勉強会やそれに準ずるもの

140

日本PTAが国の現状を
救える可能性

子どもの学ぶ環境におけ
るいわば理不尽不条理を
健全にしていく働きかけ
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日本PTAが国の現状を
救える可能性

子どもの学ぶ環境につい
て世論形成できる組織は
あまりない

142

日本PTA
貧困投資 デジタル投資
公教育民間教育連携投資

教育投資は世界的に下位
自治体任せにしない 格差解消
連携する文化への声
文科省の在り方への声
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協議会が地域の現状を
救える可能性

自分の地域への責任
デジタル？貧困？不登校？
連携？プール？部活？

144

協議会
教育は4重行政
自治体間
現場間でバラバラ
まず知る
そして自治体へ、学校へ
部活動ガイドライン？？？
教育機会確保法？？？？
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ご清聴ありがとうございました


